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ジェネラリストのための
内科外来マニュアル　（第3版）
編集　金城光代、金城紀与史、岸田直樹
A5変型　頁888　定価：6,600円[本体6,000+税10%]
［ISBN978-4-260-04266-6］

DSM-5-TR 精神疾患の
分類と診断の手引
原著　American Psychiatric Association
日本語版用語監修　日本精神神経学会
監訳　髙橋三郎、大野　裕
訳　染矢俊幸、神庭重信、尾崎紀夫、三村　將、村井俊哉、中尾智博
B6変型　頁480　定価：5,500円[本体5,000+税10%]
［ISBN978-4-260-05219-1］

職場のメンタルヘルスケア入門
編集代表　宮岡　等
編集　淀川　亮、田中克俊、鎌田直樹、三木明子
B5　頁256　定価：3,740円[本体3,400+税10%]
［ISBN978-4-260-05319-8］

患者の意思決定にどう関わるか？
ロジックの統合と実践のための技法
尾藤誠司
A5　頁248　定価：4,180円[本体3,800+税10%]
［ISBN978-4-260-05330-3］

ケースで学ぶ抗菌薬選択の考え方
耐性と抗菌メカニズムの理解で深掘りする
著　小川吉彦
監修　矢野寿一、笠原　敬
B5　頁328　定価：6,380円[本体5,800+税10%]
［ISBN978-4-260-05238-2］

病態生理と神経解剖からアプローチする
レジデントのための神経診療
監修　塩尻俊明
執筆　杉田陽一郎
B5　頁392　定価：5,720円[本体5,200+税10%]
［ISBN978-4-260-05246-7］

多発性硬化症・視神経脊髄炎スペク
トラム障害診療ガイドライン2023
監修　日本神経学会
編集　 「多発性硬化症・視神経脊髄炎スペクトラム障害診療ガイドライン」

作成委員会
B5　頁320　定価：6,160円[本体5,600+税10%]
［ISBN978-4-260-05353-2］

イラストでまなぶ生理学
［Web講義動画付］　（第4版）

田中越郎
B5　頁244　定価：2,970円[本体2,700+税10%]
［ISBN978-4-260-05120-0］

イラストでまなぶ薬理学
［Web講義動画付］　（第4版）

田中越郎
B5　頁268　定価：2,970円[本体2,700+税10%]
［ISBN978-4-260-05121-7］
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斎藤　COVID-19の感染拡大を収束さ
せるために海外ではワクチンや治療薬
が迅速に開発された一方で，日本では
研究開発が速やかに進みませんでし
た。国内における研究開発体制が改善
されなければ，次のパンデミックに対応
できない可能性があります。迅速にパ
ンデミックを収束させるために国際協
働で進行するMCMの開発に，日本は今
後どう貢献していけばよいでしょうか。
本日は，コロナ禍でみえた国内の感染
症領域における臨床試験・研究体制の
課題を中心に議論したいと思います。

MCMの開発で日本が 
後手に回ったのはなぜか？

斎藤　コロナ禍においては，「国際的

　COVID︲19の世界的なパンデミックによって，ワクチンや診断キット，治療
薬といった感染症危機対応医薬品等（Medical Countermeasures：MCM）を早
期に開発する重要性が改めて認識された。コロナ禍では世界各国で大規模な臨
床試験が行われ，MCMが早急に実用化されたものの，本邦では諸外国と比較
して速やかに開発が進まなかった実態がある。
　そうした状況下，2023年 5月 13～14日に G7長崎保健大臣会合が開催され，
パンデミック時における国際社会の医療協働体制の在り方が議論された。新た
な感染症がいつ流行するか予測できない中で，日本はMCM開発にどう貢献で
きるのか。グローバルヘルス領域のトップランナー 4氏による座談会から，パ
ンデミックの迅速な収束を実現するためのヒントを探る。

（企画・編集協力＝医療法人明正会／Allm Inc.／東北大学・神代和明氏）

グローバルな健康危機に対応できる

大曲 貴夫氏
国立国際医療研究センター

国際感染症センター長

國井 修氏
公益社団法人

グローバルヘルス技術振興基金 CEO

斎藤 浩輝氏＝司会
聖マリアンナ医科大学

救急医学 講師

南宮 湖氏
慶應義塾大学医学部

感染症学教室 専任講師

臨床研究協働体制の構築に向けて
座
談
会

MEMO　100 Days Mission
　新興感染症の流行時において，「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」を
WHOが宣言してから 100日以内の有効なワクチンの承認や治療薬の開発をめざす国
際目標。COVID︲19の感染拡大を受け，2021年 6月 11～13日に英国で開催された
G7サミットにて提案された。臨床試験の承認までの時間短縮など，WHOや感染症
流行対策イノベーション連合（CEPI）といった国際機関が 2026年までにクリアす
べき課題が示されている。

に懸念される公衆衛生上の緊急事態
（PHEIC）」を 2020 年 1 月に WHO が
宣言してから 1年以内にワクチンが開
発されました。従来のMCMの生産体
制を考えると類を見ない早さと言えま
す。なぜ早期開発が可能だったのでし
ょうか。
國井　政府と研究機関，ベンチャーや
製薬企業などがタッグを組み，大規模
な臨床試験体制が世界各地で敷かれた
ことが最大の要因でしょう。臨床試験
や承認審査が効率化されたことで，ワ
クチンの早期開発につながりました。
　パンデミックの収束に向けた迅速な
MCM開発の重要性が認識されたこと
を受け，2021年に英国で開催された
G7サミットでは「100 Days Mission」
（MEMO）が提言され，実現に向けた

行動計画が示されています 1）。
大曲　今年の 5月には G7長崎保健大
臣会合が開催され，研究開発の加速化
や発展途上国を含めた全ての人への公
平なMCMアクセス体制の構築が話題
に挙がりました。日本でもワクチンを
いち早く生産したかったものの，海外
に比べ早期の実用化はかなわず，国内
で接種するワクチンは輸入に頼ること
となりました。諸外国と比較して，
MCMの開発では日本は後手に回って
います。
斎藤　日本ではなぜ研究開発が遅れた
のでしょう。
大曲　これまでのパンデミックでは感
染者の隔離といった公衆衛生上での拡
散抑制が優先され，MCM開発を同時
並行で早期に行う必要があると臨床現
場で強く意識されてこなかったからで
す。そのためコロナ禍においても，研
究開発に必要な試料やデータを臨床現
場から集めるのに時間がかかってしま
いました。
南宮　私はコロナ制圧タスクフォース
のメンバーとして COVID-19の重症
化にかかわる遺伝子の解析を行い，全
国からおよそ 6500検体を集めたので
すが，その際に検体にひもづく臨床情

報を集めるのが何より大変だと感じま
した。日本には患者の発生届をオンラ
イン上で報告できる新型コロナウイル
ス感染者等情報把握・管理支援システ
ム（HER-SYS）があるにもかかわら
ずです。同システムで集めた臨床情報
は研究開発には使用できませんでし
た。次のパンデミックまでに，臨床と
研究が共通して使用できるデータ基盤
を整備してほしいです。
國井　まずは国内の臨床試験を含めた
研究開発体制において，理想と現実の
差を埋めるのにクリアすべき課題を洗
い出す「ギャップ分析」が必要です。
MCM開発の中心的役割を担うべき臨
床研究中核病院では必須でしょう。臨
床対応をしながら研究開発も行うのは
容易ではありませんが，「次のパンデ
ミック時には自分たちが新薬を創る」
との意識を持ってほしいですね。
大曲　同感です。内閣官房新型コロナ
ウイルス感染症対応に関する有識者会
議（座長＝自治医科大学・永井良三氏）
による「政府の新型コロナウイルスパ
ンデミック対策に関する意見書」で政
府の対応や保健・医療の提供体制が適

■［座談会］グローバルな健康危機に対応で
きる臨床研究協働体制の構築に向けて
（國井修，大曲貴夫，斎藤浩輝，南宮湖）/［視点］
「患者中心のがんチーム医療」をJ-TOP
で学ぶ（土屋雅美）� 1 ― 3 面

■［寄稿］新潟発のELSI――「弱さ」へのま
なざし（宮坂道夫）� 4 面

■［連載］オープンサイエンス時代の論文出
版（終）� 5 面

■MEDICAL LIBRARY/［連載］逆輸出さ
れた漢字医学用語� 6 ― 7 面
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 座談会　グローバルな健康危機に対応できる臨床研究協働体制の構築に向けて

●さいとう・ひろき氏
2005年新潟大卒。米国で公衆衛生学修士・
感染症専門医取得後，16年に厚労省感染症危
機管理専門家養成プログラムに参加し，WHO
本部に勤務。18年より現職。臨床，研究，行
政面でCOVID︲19対応に関与し，厚労科研に
て行われた 22年度「感染症パンデミックに即応
する臨床研究のための体制についての国際調査
および我が国の将来の体制整備に向けた研究」
に参画した。

●くにい・おさむ氏
1988年自治医大，94年米ハーバード大公衆衛生
大学院卒。国立国際医療研究センター，東大国
際地域保健学講師，外務省などを経て，2004年
長崎大熱帯医学研究所教授。06年 UNICEF職
員としてニューヨーク本部，ミャンマー，ソマリア国事
務所に勤務。13年世界エイズ・結核・マラリア対
策基金局長を経て 22年より現職。「2023年 G7
グローバルヘルス・タスクフォース」の副主査および
「100日ミッション・プラス」班の座長を務める。

●おおまがり・のりお氏
1997年佐賀医大（当時）卒。聖路加国際病
院で研鑽を積んだ後に 2002年より米テキサス大
に留学。04年に帰国後，静岡県立静岡がんセ
ンターで感染症医療に従事する。11年から国立
国際医療研究センターに勤務し，12年より現職。
「2023 年 G7グローバルヘルス・タスクフォース」
内の「100日ミッション・プラス」班のメンバー。
東京都の新型コロナウイルス感染症医療アドバイ
ザーを務める。

切であったかが検証されました。これ
を踏まえた上で，研究開発の詳細につ
いてのギャップ分析が必要であると思
っています。國井先生のおっしゃるよ
うに，迅速なMCM開発を実現するた
めに，まずはここから始めるべきでし
ょう。
南宮　ギャップ分析を行う際に，
MCMの開発が早かった他国を参考に
するのも一手です。研究開発が早かっ
た他国の事例はありますか。
國井　迅速診断キットなら，例えば韓
国です。韓国はアフリカを含めた海外
に早期開発した迅速診断キットを輸出
して，国際貢献をすると共に利益を上
げました。将来のパンデミックに向け
て，ワクチン開発や製造でも国際展開
しようと現在，国を挙げて努力してい
ます。
大曲　韓国は中東呼吸器症候群
（MERS）が初めて確認された 2012年
以降，産官学が連携したMCMの研究
開発プラットフォームを構築していま
した。日本でも同様の体制が整備され
ることが望まれます。
斎藤　COVID-19感染拡大当初，米国
では行政のみならず民間企業が早々に
検査体制のネットワークに加わったこ
とで，医療現場で対応可能な検体の量
が増え，検査にかかる時間が格段に短
縮されたと聞いています。MCMの開
発体制に民間企業を巻き込む視点も重
要です。
國井　重要というより必須でしょう。
老舗の製薬企業だけでなく，新技術を
持つベンチャーにも加わってもらい，
開発速度と成功率を上げる必要があり
ます。
　一方で民間企業を巻き込むには収
益，または少なくとも損失を補うよう
なインセンティブも必要です。売上が
見込めない，もしくは大損失を被る可
能性が高い中では，民間企業の参入は
望むべくもありません。
斎藤　短期間でのMCM開発では，国
立感染症研究所といった公的機関が中
心となりつつも，研究の質・量が保証
された複数の民間企業と協働しながら
開発を行います。パンデミック時は各
機関が臨床対応に追われているため，
そうした臨床試験体制を一から組もう

としてもなかなか難しいと思います。
ですので，“平時”から迅速な臨床試
験・研究が可能な体制を構築しておく
必要がありますね。

現場の医療者も 
研究開発の重要なプレーヤー

斎藤　そのためには，試料やデータ収
集の点で医療者の協力が欠かせませ
ん。平時からの備えとして，日本の医
療現場に求めることは何でしょうか。
大曲　「研究開発のプレーヤーに現場
の医療者は含まれる」との認識を浸透
させることです。なぜなら，例えばワ
クチン開発であれば，ウイルスを抽出
する検体を，どのような症状の患者か
ら採取したのかといった臨床情報も意
味を持つからです。
南宮　加えて，海外との共同研究に積
極的に参加する臨床医を増やすことも
平時からの備えとして必要でしょう。
共同研究時に得られる，同じ目標に向
かって各国の臨床医が切磋琢磨する感
覚は，パンデミック時にMCM開発を
海外と競い合うのと同様のマインドで
あり，この体験は研究開発のモチベー
ションを高めてくれます。その結果，

パンデミックが起こった際に「MCM
開発において日本がイニシアチブを取
る」との意識につながるのです。
斎藤　医療界全体で「海外との共同研
究に積極的に参加したい」との機運が
高まってほしいですね。その結果，パ
ンデミック時の速やかなMCM開発に
関して当事者意識を持った医療者が増
えることを期待しています。
國井　施設間での情報や試料の共有を
素早く行える体制を組んでおくことも
重要です。特に迅速な情報の収集・分
析・発信は危機管理にとって必須であ
りながら，コロナ禍では中央と地方，
行政と医療機関など組織間の情報伝達
が迅速・円滑だったとは言えません。
危機管理におけるリスク（クライシス）
コミュニケーションは専門性と経験が
必要な分野ですので，同分野の人材育
成も平時からすべきです。
南宮　確かに行政と現場とのコミュニ
ケーションはうまくいきませんでした
ね。感染拡大時，感染者の取り扱いに
関する通知文書などが，厚生労働省か
ら連日届いていたものの，臨床対応を
しながら文書に目を通す時間はなかな
か取れませんでした。しかも，わかり
やすく端的にまとめられていれば理解

も早かったのでしょうが，実際はそう
ではなかった。さまざまな議論がなさ
れた上での通知だとは理解しつつも，
現場との温度差を感じました。
國井　行政からの情報や指示は，ユー
ザー側の視点に立って簡潔，明瞭，迅
速に伝達される必要があります。これ
もリスク（クライシス）コミュニケー
ションの要点のひとつです。

グローバルヘルスに 
貢献できるポストを増やす

斎藤　ここまでの議論で「グローバルな
視点を持った臨床医をいかに増やして
いくか」が論点に挙がりました。グロー
バルヘルス領域の人材育成に関して，
皆さんが感じている課題は何ですか。
大曲　感染症医が活躍する領域が広が
ってきていることを次の世代に示す点
です。コロナ禍では院内での感染症診
療・感染管理は当然として，ワクチ
ン・治療薬の研究開発や行政との連
携，海外との共同研究など，感染症医
には幅広い活動範囲が求められまし
た。私としてもそうした感染症医とし
てのロールモデルを次世代に示しきれ
なかった反省があるので，後輩たちに
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●なむぐん・ほう氏
2007年慶大卒。総合病院国保旭中央病院，
慶大医学部呼吸器内科を経て，18年から米国
国立衛生研究所に留学。21年 4月より現職。
新型コロナウイルスから社会を守る時限的な緊急
プロジェクト「コロナ制圧タスクフォース」のメン
バー。同研究チームにて，COVID︲19の重症化
にかかわる遺伝子（DOCK2）の同定に成功する。
JSTさきがけ研究員（兼任）としてネクストパンデ
ミックの研究体制基盤構築に取り組む。

今後の感染症医の可能性を伝えていき
たいです。
南宮　次世代の教育は重要ですよね。
私も将来的には，基礎研究の成果を医
療現場で実用化することをめざしたト
ランスレーショナルリサーチに，自施
設に限らず日本中の若手を起用して，
海外で OJTできる機会を創出できた
らと考えています。
斎藤　グローバルヘルスに貢献できる
ポストを大学や病院などさまざまな機
関で確保しておくことも重要ではない
でしょうか。臨床医・感染症医の活躍
の場がこれだけ広がっているにもかか
わらず，海外との共同研究に日本から
参加できるポストは依然として少ない
ままです。
南宮　グローバルヘルスにかかわりた
い医療者は，国立国際医療研究セン
ターといった公的機関での勤務を志す
ことが一般的な従来のキャリアパスで
した。一方で次のパンデミック時に各
機関が連携しやすくするためには，国
際的な視点を有する人材が多様なセク
ターに在籍していることが不可欠で
す。グローバルヘルスに貢献できる医
療者の絶対数を増やしていきたいです。
國井　同感です。今後はもっと多くの

方々にグローバルヘルス分野で活躍し
ていただき，「健康危機から世界を守
ることは日本の臨床現場にとってもメ
リットがある」と感じられるようにな
ってほしいです。

次世代の医療者に伝えたい 
タテ・ヨコ・そろばん

國井　将来への対策を立てるには「タ
テ・ヨコ・そろばん」が重要です。タ
テは歴史から学ぶこと，ヨコは海外の
対応から学ぶこと，そろばんはデータ
やエビデンスから学ぶことを意味しま
す。コロナ禍での経験や諸外国の対応
を踏まえて，次のパンデミックまでに
次世代の医療者に伝えたいことがあれ
ば教えてください。
大曲　COVID-19の症状や疫学的特徴
を感染拡大早期にまとめた Chenらの
報告 2）は，その速報性と希少性から世
界中の論文に引用されました。新興感
染症の流行時は，発生早期からの臨床
情報の収集が重要なため，研究開発を
「自分事」としてとらえる医療者が増
えることを期待しています。
斎藤　諸外国と日本の対応を比較した
際に，医療機関や行政，自治体，保健
所，民間企業などさまざまなステーク
ホルダーのつなぎ役となる存在が重要
だと感じました。今後はそうした役割
を担えるポストが増えて，国内の臨床
研究を引っ張ってほしいと思います。
南宮　若い臨床医が積極的に海外との
共同研究に参加して，最先端の知識や
ノウハウを学んで日本に持ち帰ってく
れたらうれしく思います。慣れないう
ちは気後れしてしまうかもしれません
が，共通した研究目標に向かって試行
錯誤することはこの上なく楽しい経験
だと伝えたいです。
國井　コロナ禍から得た教訓や学びを
具体的な提言や行動計画に移して，今
後の臨床試験・研究体制を前進させて
いってもらいたいです。次のパンデミ
ックでは 100日以内にMCMを開発す
る。それを目標に皆で頑張りましょう。
 （了）

「患者中心のがんチーム医療」
をJ-TOPで学ぶ

土屋 雅美　宮城県立がんセンター薬剤部／Japan TeamOncology Program 議長

　医療現場で働いていると，「チーム
医療」という言葉をよく耳にします。
チーム医療にもサイエンスがあり，必
要なスキルセットが存在します。われ
われ J-TOP（Japan TeamOncology Pro-
gram）では，「チーム医療を科学的に
とらえる」ことを一つの命題としてい
ます。具体的にはチームが形成，円熟
し解散するまでのプロセスをタックマ
ンモデル（図）の概念を通じてとらえ
ています。チームとしてのミッション
とビジョン，ゴールを明確にすること
の重要性をワークショップやセミ
ナー，短期留学プログラムなどを通じ
て伝えることで，「患者中心のがんチー
ム医療」が実践できる医療者を育成す
べく，2002年から活動を続けていま
す。 
　本稿では J-TOPのワークショップ
における 3つの特徴を紹介します。
① チーム医療の実践に必要なスキルセッ
トを座学で学び，実践できる
　われわれのワークショップを強く特
徴づける要素です。積極的傾聴の手法
や，心理的安全性が保たれた環境作り，
対立が起こった時のコンフリクトマネ
ジメント（註）の手法などを学び，学
んだスキルを活用してグループワーク
を通して問題解決に取り組みます。
② リーダーシップ教育やキャリア形成に
ついて学ぶことができる
　J-TOPの活動における目玉の一つで
あり，ワークショップを通して個々に
適したリーダーシップスタイルを見い
だします。また，J-TOPではさまざま
な経歴，経験を持った各分野のリー
ダー的存在である先生方が活動してお
り，このような方々から継続的にキャ
リア形成について学ぶこともできます。
③患者参加型である
　J-TOPのワークショップには，毎回
必ずがんサバイバーさんが参加してい

ます。がんに関する教育・研究・臨床
実践プログラムを考えるグループワー
クの際，患者さん自身の視点・考え方
を共有します。これは，医療者が独り
善がりにならないために非常に重要で
あり，患者中心のがんチーム医療を実
践するために必要不可欠だと考えてい
ます。

＊
　J-TOPのワークショップに参加した
方々は，今それぞれの地域や施設でが
ん領域のリーダーとして活躍していま
す。近年では台湾や韓国，フィリピン，
タイ，ベトナムなどからも参加者が集
まるようになり，J-TOPでチーム医療
を学んだのち自国でその普及に貢献し
ています。台湾で T-TOP（Taiwan 
TeamOncology Program）や，ベトナム
で V-TOP（Vietnam TeamOncology Pro-
gram）ワークショップが開催される
など，チームオンコロジーの輪はアジ
ア圏にも広がりつつあります。
　今年度のワークショップは 2024年
1月 28日（オンライン），2月 10～12
日（東京都内）の開催を予定していま
す。ぜひ J-TOPのウェブサイト（

）をチェック
してみてください。

●つちや・まさみ氏／2007年東北大薬学部を
卒業後，同大病院薬剤部を経て，13年より
現職。18年には米テキサス大 MDアンダー
ソンがんセンターに短期留学した。20年東
北大大学院修了。博士（薬学）。がん専門薬
剤師。22年からは J︲TOP議長を務める。編
著に『がん化学療法レジメン管理マニュアル 
第 4版』（医学書院）ほか。

註：組織内で意見の対立が起きた時，組織の
活性化や成長機会ととらえ，積極的に問題解
決を図ろうとする取り組み。
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●図　  タックマンモデルの概念図（文献 1をもとに作成）
心理学者のブルース・W・タックマンが 1965年に提唱した成長の段階を表したモデル。チーム
を形成した後，混乱や対立等，さまざまな段階を経ることで高いパフォーマンスを発揮する理想
的な組織へと成長するとされる。
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